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決算取締役会開催日 平成16年 5月28日 中間配当制度の有無 有
定時株主総会開催日 平成16年 6月29日 単元株制度採用の有無     無

（注）金額は記載単位未満を切り捨てており、諸比

 (1)経営成績 　　　率は四捨五入によって表示しております。

       百万円  ％    ％               百万円 ％

16年３月期　
15年３月期　

百万円　　　 　％ 円     銭 円 銭 ％ ％ ％

16年３月期　  ( 365.4) 126,681 20  －
15年３月期　  (  －  ) 26,760 92  －

（注）①期中平均株式数 16年３月期 1,822,461株 15年３月期 1,853,668株
　　　②会計処理の方法の変更　無
      ③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

 (2)配当状況

円     銭 円     銭 円     銭            百万円 ％ ％

16年３月期　 11,000 00 － 11,000 00
15年３月期　 10,000 00 － 10,000 00

 (3)財政状態
総資産

 百万円     百万円 ％                円    銭

16年３月期　 88  
15年３月期　 23  

（注）①期末発行済株式数
      ②期末自己株式数

２．17年３月期の業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日）

　　　 百万円  百万円        百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中  間  期 － － －
通　　　期 － 11,000 00 11,000 00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） （期末以降の金庫株取得を反映した株式数によっております。）

 (注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであるため、実際の業績は、今後の
      様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
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貸借対照表
       (単位：百万円）

前事業年度 当事業年度
（平成15年３月31日現在） （平成16年３月31日現在）

構成比 構成比
（資産の部） ％ ％
Ⅰ  流動資産

現金及び預金 16,053 110,516  94,462
前払費用    1 0 △ 1
繰延税金資産 101 106  4
未収入金 9,541 45,740  36,199
その他 2 2  0
流動資産合計 25,699 1.16 156,366 6.71  130,666

Ⅱ  固定資産
1 有形固定資産
建物 226 206 △ 19
車両運搬具 7 5 △ 2
器具及び備品 85 61 △ 24
有形固定資産合計 320 273 △ 46

2 無形固定資産  
電話加入権 0 0  0
無形固定資産合計 0 0  0

3 投資その他の資産
関係会社株式 2,180,500 2,173,574 △ 6,925
繰延税金資産 24 20 △ 3
投資その他の資産合計 2,180,524 2,173,595 △ 6,928
固定資産合計 2,180,845 98.84 2,173,870 93.29 △ 6,975
  資産合計 2,206,545 100.00 2,330,236 100.00  123,690

（負債の部）
Ⅰ  流動負債

未払金 53 96  42
未払費用 11 15  3
未払法人税等 172 197  25
未払事業所税 4 4  0
未払消費税等 105 45 △ 60
預り金 7 7 △ 0
賞与引当金 137 134 △ 2
その他 0  - △ 0
流動負債合計 492 0.02 500 0.02  8
  負債合計 492 0.02 500 0.02  8

 
（資本の部）  
Ⅰ  資本金 150,000 6.80 150,000 6.44  -
Ⅱ  資本剰余金
1 資本準備金 2,011,485 1,511,485 
2 その他資本剰余金

資本金及び資本準備金
減少差益

 - 500,000 

自己株式処分差益  - 5 
資本剰余金合計 2,011,485 91.16 2,011,490 86.32  5

Ⅲ  利益剰余金
1 任意積立金

別途積立金  - 4,994  
2 当期未処分利益 49,605 249,958  
利益剰余金合計 49,605 2.25 254,952 10.94  205,346

Ⅳ  自己株式 △ 5,038 △ 0.23 △ 86,707 △ 3.72 △ 81,669
資本合計 2,206,053 99.98 2,329,735 99.98  123,682
負債資本合計 2,206,545 100.00 2,330,236 100.00  123,690××× ××  

比較増減区     分
金    額 金    額
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損益計算書

前事業年度 当事業年度
  自 平成14年４月２日   自 平成15年４月１日
  至 平成15年３月31日   至 平成16年３月31日

百分比 百分比
％ ％

Ⅰ  営業収益

  関係会社受取配当金 49,127 230,417 

  関係会社受入手数料 3,800 52,928 100.00 3,200 233,617 100.00  180,689

Ⅱ  営業費用

  販売費及び一般管理費 3,057 5.78 2,162 0.93 △ 894

営業利益 49,870 94.22 231,455 99.07  181,584

Ⅲ  営業外収益

  受取利息 0 0 

  受入手数料 57 11 

  負担費用回収金 35  - 

  その他 1 95 0.18 2 14 0.01 △ 80

Ⅳ  営業外費用

  支払利息 1  - 
  自己株式取得費用  - 37 

  その他 0 1 0.00 0 38 0.02  37

経常利益 49,964 94.40 231,431 99.06  181,466

Ⅴ　特別損失

  固定資産除却損  -  -  - 35 35 0.01  35

税引前当期純利益 49,964 94.40 231,396 99.05  181,431

法人税、住民税及び事業税 484 523 

法人税等調整額 △ 125 359 0.68 1 524 0.22  165

当期純利益 49,605 93.72 230,871 98.82  181,265

前期繰越利益  - 19,086  19,086

当期未処分利益 49,605 249,958  200,352

区     分

          (単位：百万円)

比較増減

金    額 金    額

個別 3 株式会社ミレアホールディングス



利益処分計算書(案）
(単位：百万円）

前事業年度 当事業年度
（第１期） （第２期）
金   額 金   額

49,605               249,958              200,352  

30,519               229,668              199,149  

18,519               19,668               1,149    

（１株につき10,000円） （１株につき11,000円）

12,000               210,000              198,000  

（ 別 途 積 立 金 ） 12,000)(              210,000)(             198,000)( 

19,086               20,289               1,202    

比較増減区    分

次 期 繰 越 利 益

配 当 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額
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株式会社ミレアホールディングス 個別 5 

＜重要な会計方針＞ 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式の評価は、移動平均法による原価法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産の減価償却は定率法（ただし、建物（付属設備を除く）については定額

法）により行っております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

器具及び備品… 3～15 年 

建物付属設備… 8～18 年 

３．引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

＜注記事項＞ 

（貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額は、113 百万円であります。 

２．会社が発行する株式の総数は普通株式 7,000,000 株、発行済株式総数は普通株式       

1,857,048 株であります。 

３．会社が保有する自己株式の数は、普通株式 68,992 株であります。 
４．東京海上日動あんしん生命保険株式会社との間で、同社の純資産額が一定水準を下回
った場合、または債務の支払に必要な流動資産が不足した場合に、同社に対する資金提
供等を約したサポート・アグリーメントを締結しております。同社の当期末における本
契約の対象債務残高は 1,241,524 百万円であります。 

なお、本契約は同社の債務支払に関して保証を行うものではなく、また当期末におい

て、同社は純資産額を一定以上に保っており、かつ流動資産の不足も発生しておりませ

ん。 
５．平成 15年 4月 1 日付で会社分割により、東京海上火災保険株式会社および日動火災海
上保険株式会社の生命保険子会社管理営業を承継し、また、同日付で会社分割により、
東京海上火災保険株式会社のアジア保険子会社等管理営業を承継いたしました。 

これらの会社分割について、「会社分割に関する会計処理」（平成 13年 3月 30 日 日本

公認会計士協会）に基づく会計処理を実施した結果、前期末利益処分後の任意積立金（別

途積立金）12,000 百万円が 7,005 百万円減少し、4,994 百万円となっております。 
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（損益計算書関係） 

１．営業収益のうち関係会社との取引 

関係会社受取配当金                 230,417 百万円 

関係会社受入手数料                   3,200 百万円 

２．販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次のとおりであります。なお、全額が一

般管理費に属するものであります。 

給与 971 百万円 

賞与引当金繰入額 134 百万円 

減価償却費 51 百万円 

土地建物機械賃借料 314 百万円 

業務委託費 232 百万円 

 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

前事業年度および当事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありま

せん。 

 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

 賞与引当金 

  

54 百万円 

  未払事業税  48 百万円 

  その他  23 百万円 

繰延税金資産合計  127 百万円 

繰延税金資産の純額  127 百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率  42.1％ 

（調整）   

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △41.9％ 

  その他  0.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  0.2％ 

 
役員の異動 
 平成 16年 4月 30 日に TDnet により開示済みであります。 


